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2021 年 1 月 27 日 

報道関係各位 

株式会社 T ポイント・ジャパン 

 

第９回 技術経営・イノベーション大賞において、 

「T ポイント/T カード」が【総務大臣賞】を受賞！ 

～日本初・共通 ID プラットフォームによる経済的かつ社会的価値の創造と新しい価値提供～ 

  

株式会社 T ポイント・ジャパン（本社：東京都渋谷区、代表取締役社長：長島弘明）は、このたび、一般

社団法人科学技術と経済の会（会長：遠藤信博（日本電気株式会社会長）、略称：JATES）が主催す

る、第 9 回技術経営・イノベーション大賞において、「T ポイント/T カード」が総務大臣賞を受賞いたしましたのでお

知らせいたします。 

 

技術経営・イノベーション大賞について：

ttp://www.jates.or.jp/management_study/management_of_technology_meeting/gikei_innovation_201607/9th

_Kettei.html 

    

 

本大賞は、日本経済の活性化のために世の中を変革する優れたイノベーション事例を表彰し、そのプロセスを

産業人が学ぶことによって日本におけるイノベーションの推進をはかろうとするもので、2012 年度より毎年行われて

います。 
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このたび、「T ポイント/T カード」は、日本初・共通 ID プラットフォームによる経済的かつ社会的価値の創造と、

生活者および事業者への新しい価値を提供したとして、総務大臣賞を受賞いたしました。JATES による受賞の理

由として、提携先各社が自ら会員を獲得、基盤を強化し生活者の相互送客などを含む販促手段の多様化、共

有化を進めることで事業拡大につながる好循環を実現させている点や、今では類似の競合が数多く参入するまで

に成長したビジネススキームであるものの、提携先各社も費用負担をしながら会員獲得をし成立させている真の共

創型ビジネスモデルである点を、「時代に先駆けた共通 ID プラットフォームの事業」と評価されました。 

 

 「T ポイント/T カード」は、個社単位での販促・顧客囲い込みが常識化し「顧客（会員/ID）の共通化」という

構想の理解を得ることが難しかった 2003 年に、可能性に賛同いただいた企業の参加・協力を得て、日本で初め

て業種・業界を横断した企業間共通の ID プラットフォームとして誕生しました。その後、ID・POS データによる独自

のデータベースで、業態、地域、店舗、オンライン・オフラインを超えるビッグデータ分析やマーケティングツールとして、

提携先やメーカー、生活者のみなさまへ価値提供を行ってまいりました。2021 年現在、名寄せかつ年アクティブ会

員数は 7,000 万人を超え、提携先は約 5,900 社、T カード発行拠点社も 77 社に拡大しています。 

 

 T ポイント・ジャパンは、「UNIQUE DATA, SMALL HAPPY.」をグループミッションに掲げ、TV 視聴データやネット

広告と購買データを連携したマーケティングデータを元に、広告や販促の一気通貫した可視化・自動化のサービス

提供を行うとともに、「モバイル T カード」をはじめとしたスマートフォンアプリ向けの共通機能を用いて、各提携先の

デジタル・トランスフォーメーションを推進しています。また、生活者のみなさまへは、「人と社会をつなぐ T」をブランドコ

ンセプトに、T のユニークデータやアセットを活用した社会価値共創プロジェクト『T カードみんなのソーシャルプロジェク

ト』をはじめとし、「T」という唯一無二な「共通 ID プラットフォーム」を通じてさまざまな価値を提供しています。 

 

T ポイント・ジャパンは、これからも変動制、不確実性、複雑性、そして曖昧性を見せる社会と向き合いながら、

企業のみなさまの経営やマーケティングの課題解決に向けて、また、生活者一人ひとり「ちょっといいな」という喜び

や共感に向けて、人と社会をつなぐ存在となることを目指し、引き続き、新たな社会価値創造に取り組んでまいり

ます。 
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【事業化の経緯】 

 

1983 年 ●TSUTAYA1 号店となる「蔦屋書店 枚方駅前店」を創業。 

2003 年 ●TSUTAYA の会員数は全国約 1,800 万人に拡大。 

TSUTAYA のレンタル会員証を他社との共通インセンティブを持つ会員証「T カード」として、  

ENEOS（株）（旧：新日本石油（株））および（株）ローソンと提携を開始。 

2006 年 ●提携先初、「カメラのキタムラ」にて「T カード」の発行が開始され、提携先と TSUTAYA の相互送客が実現。 

これを皮切りに、提携先各社でのカード発行が進み、急速に会員を増やす礎に。 

2012 年 ●ヤフー（株）との提携により、T カードの会員基盤と Yahoo! JAPAN の会員基盤が連携され、 

ID は Yahoo! JAPAN ID、ポイントは「T ポイント」に統一。 

オフライン・オンラインの統合データベースと共通 ID プラットフォームを構築。 

2013 年 ●2011 年にリニューアルオープンした「武雄市図書館」で、 

「T カード」に図書館の会員証機能を追加、年間来館者数は 3.6 倍に。 

2014 年 ●T カードへの現金チャージで商品・サービスを購入できる、電子マネー「T マネー」を開始。 

  ●東京大学大学院経済学研究科の渡辺努研究室との共同プロジェクトとして、 

T ポイントのデータを活用した物価指数「T ポイント物価指数（TPI）」を作成し公表。 

2015 年 ●データを社会や生活者に還元し、地域課題を解決する、社会価値共創プロジェクト、 

『T カードみんなのソーシャルプロジェクト』を開始。 

2016 年 ●T カードのアクティブ・ユニークな年間利用会員数が、日本総人口の 50％である 6,000 万人を突破。 

2018 年 ●提携先に対して、2014 年にスタートした「モバイル T カード」をはじめとし、 

自社アプリ・認証・クーポン・決済・対話型 AI・電子レシートなどのスマートフォンアプリ向けの共通機能を提供。 

●（株）SBI 証券と CCC マーケティングが提携。翌年には、合弁会社(株)SBI ネオモバイル証券を設立し、 

スマートフォンをメインチャネルとした、若年層向け金融サービス「ネオモバ」の提供を開始。 

2019 年 ●T カードのアクティブ・ユニークな年間利用会員数が 7,000 万人を超え、T カード発行拠点社は 77 社に。 

提携先は日本全国約 5,900 社に拡大。 

●「T ポイントアプリ」が、PayPay／電子マネー「T マネー」との連携を開始。 

●T カードのお買い物履歴から実際に購入した商品のクチコミや、評価ランキングなどを見ることができるサービス、 

「カッテミル」のクチコミ件数が 100 万件を突破。翌年には、500 万件を突破。 

2020 年 ●コロナ禍でのお買い物安心サービス「混雑状況チェックサービス」をアプリ上で提供を開始。 

 

 

 

 

 

                                                                                           

本件に関するお問い合せ： 

株式会社Tポイント・ジャパン 

広報担当：中川／TEL：03-6800-4464 


